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おわりに

はじめに

1987年の単一欧州議定書の締結および1992年のマーストリヒト条約の締結までは，経済政策に関

わる分野のうち，社会・労使関係の分野に関しては，ヨーロッパ共通の基準の整備が立ち後れてい

た。というのもそれまでは，保守政権時のイギリスの強い反対もあり，ヨーロッパ共通の労使関係

制度の基準を設けるための有効な法的・制度的裏付けが存在していなかったためである（1）。しかし

ながら単一欧州議定書とマーストリヒト条約は，社会・労使関係の事項に関しても，ヨーロッパ・

レベルの制度化に法的保証を与えた。すなわち，これらを契機に，労組・使用者組織（「社会的パ

ートナー」＝制度的に認められた労使の交渉当事者）による，「欧州的労使関係」，すなわちヨーロ

ッパ共通の労使関係を構築する可能性が与えられた。さらに，ヨーロッパ多国籍企業の内部ですで

に発生していた，事実上経営評議会の機能を担う新しい形態の被用者利害代表組織が，ヨーロッパ

共通の労使関係として制度的に機能する可能性が与えられたのである。

このヨーロッパ共通の労使関係制度は，ドイツの労使関係制度（ドイツ・モデル）をモデルとし

ているとされる。しかしながら，一国の制度が他国をも含んだ共通の制度として導入される場合，

a 実際に，欧州社会大臣理事会におけるイギリスによる拒否権の行使は，1980年代を通じて社会憲章の成立

を妨げてきた要因であった。そのため同理事会の議決方式に関する根本的な再考と修正をもたらした。すな

わち，満場一致原則から有効多数決方式への移行である。



実際には何らかの修正を伴うことが予想される。

そこで本稿では，国民国家の一つの制度的枠組みが，より広い政治・経済レベルで適用される際

に，いかなる変容を被り，どのような形態として定着するかという問題意識から，ヨーロッパ共通

の労使関係制度とドイツの労使関係制度との関係を考察する。

I章ではまず，欧州的労使関係を支える法制度的枠組みを整理し，Ⅱ章以下での検討のための最

小限度の前提知識を提示する。Ⅱ章では，欧州的労使関係の形成を，ドイツ型労使関係の拡張とそ

の限界という視点から詳細に論じる。最後にIII章では，ドイツの経営評議会をモデルに導入された

後述の欧州経営評議会の現状を，事例研究を通じて分析することにより，現在の欧州的労使関係が

どのように機能し，いかなる役割をもつにいたっているのかについて論じる。

１　欧州的労使関係の形成とEUの法制度　

ここでは，欧州的労使関係を支える，EUレベルでの法制度上の基本的枠組みを提示する。

1987年締結の単一欧州議定書に基づき欧州経済共同体条約に118b条が導入されたことにより，使

用者サイドを代表する欧州私企業使用者連盟（UNICE）・欧州公的部門使用者連盟（CEEP）と，

被用者サイドを代表する欧州労組総同盟（ETUC）との間の「社会的対話」（Social Dialog）が制度

化された。これに基づき，EC委員会（現欧州委員会）は，ヨーロッパ・レベルでの産別労使交渉

当事者間の対話と，そこで締結される「自主的な合意」を軸としてヨーロッパ・レベルでの労使関

係を構築する可能性を公式に認めることになった。

これに続く大きな制度的進展は，1992年のマーストリヒト条約における「社会議定書」（Social

Protocol）の導入である。それまでは社会・労使関係の事項に関し，国家の枠を越えたヨーロッ

パ・レベルでのいかなる合意・目標の設定も，満場一致原則に制約されて欧州社会大臣理事会で否

決されてきた。しかし，同理事会における採決方式が有効多数決原則に移行したため，イギリス以

外の圧倒的多数のEU構成各国が賛成したことにより，同議定書が成立するに至った。これにより，

EU共通の労使関係のルールを設定する目標規準が整った。当議定書の主要な原則は以下のとおり

である。

① 社会的パートナー，特に労働組合の役割を強化し，ヨーロッパ・レベルでの政策決定への参

加権を付与する。すなわち，社会的パートナーは，欧州委員会による法案提出の際に，事前に

協議の機会をもつことができる。また，議決前に法案について交渉・合意することも可能であ

る。

② ヨーロッパ・レベルでの社会・労使関係の事項に関する法規および労使間合意は，国内の労

使関係に対し，これに代替するものではなく，「補完的」なものでなければならない。

③ 欧州社会大臣理事会は，法的拘束力を持つEU指令を発令でき，これを中小企業における被

用者への差別を防ぎ，また，EU各国の労働条件に関して被用者を保護するための必要最低限

の基準を設定する目的のために使うことができる。
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①の原則は，EUを構成するヨーロッパ各国政府の政権担当者および欧州議会のみならず，労使

の代表にたいしても，ヨーロッパ・レベルでの政策形成への参加権を認めるものである。単一欧州

議定書は，「社会的対話」の当事者として，前述のUNICE（公的部門においてはCEEP）および

ETUCを想定している。両者は各々，ヨーロッパ各国の産別の使用者代表組織および産別労組の加

盟組織である。例えばUNICEはその傘下に，WEMと呼ばれるヨーロッパ・レベルでの金属産業使

用者代表組織を持つ。ETUCもその傘下に，それに対応してEMFと呼ばれる各国の金属労組から構

成される，ヨーロッパ・レベルでの金属産業被用者代表組織を持つ。

②・③の原則は，欧州経営評議会（以下，EBRと略記）（2）に関するものである。この原則に基づ

き，1994年に欧州理事会は，欧州的労使関係に関する統一強行法規としては初のEBR設立指令を発

した（３）。この指令の主旨は，EU多国籍企業において，EU域内の子会社・職場を包括する被用者代

表の選出を認めること，またこれにより構成されるEBRに，経営決定事項に関しての使用者サイド

からの事前情報聴取権と協議権を与えることである。これは，ドイツの経営評議会の制度的枠組み

をEU多国籍企業レベルに適用する試みである。ドイツの経営評議会とは，ドイツ経営組織法に基

づく事業所レベルでの被用者利害代表組織であり，使用者サイドとの協議を通じて労使関係事項に

関する共同決定を行う。

1996年にはこのEBR指令に基づき，EU構成各国においてEBR法が成立した（４）。EBRは1990年代

半ばまでに，その設置基準を満たす多国籍企業の２～３％を占める，14の企業で導入されていた。

さらに，96年に同指令がEU各国の国内法として移転された時点までには，この評議会と経営側と

の労使「自主合意」は100件に達していた（５）。

上記の産業レベルでの社会的対話と企業レベルでのEBRが，現時点での欧州的労使関係およびヨ

ーロッパ・レベルでの統一的な労使関係制度として認定されている（６）。
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s EBRとは，ドイツ語で欧州経営評議会を表す，Europäischer Betriebsratの略表記である。英語では

European Workers Councilであるが，EBRの発想自体がドイツより来ているのでここではドイツ語で表記し

た。

d 実際には1990年にも，同様な内容を定めた，情報・協議機関としてのEBR指令の原案が提出されている。

しかしながら，EEC条約100条の規定に基づく上記理事会の満場一致の原則によって，同指令の成立は妨げら

れた。

f EBR指令の原型は，1980年代初頭のブレデリンク指令（Vredeling-Directive）に求められる。同指令は上記

理事会の満場一致原則により成立を妨げられたが，初めて多国籍企業レベルでの「ドイツ型」経営評議会を

欧州労使関係の中心におくことを構想した点で現在のEBR指令の原型をなすものであったといえる。

g Lecher (ed.)［1998］, p.49,  を参照。

h このような欧州的労使関係が構築された動きの背景には，いかなる経済活動にもルールを設定し，社会の

重要な構成主体の社会参加を確保しようとするヨーロッパ経済の特性が働いていると考えられる。ルノーの

日欧それぞれの子会社における行動に対する反応の違いにおいてこれは顕著に観察できる。1999年の同社の

日産工場閉鎖通告は，従業員への事前情報提供なく一方的に行われたが，日産労組は，制度保護の欠如のた

め，この通告に基づく工場閉鎖決定を甘受した。これに先立つベルギーでの同社の同様な工場の閉鎖通告は，

経営事項決定にかんして従業員側への事前の通知協議義務を定める同国の労働法規に反したため，政府，労

組，EU当局を含む国を挙げた大反対運動を誘発し，後の裁判でルノーは敗訴した。



２　欧州的労使関係の構築とドイツ労使関係制度

ヨーロッパ・レベルでの労使関係制度構築の必要性は，第二次大戦以前より論じられ，また労使

双方による自主的な制度構築の努力も存在していた（７）。しかしここでは主にドイツとの関わりで，

そして比較的最近の，欧州経済統合が具体化した時期の事柄について取り上げる。なぜならば，現

在の欧州的労使関係はドイツの労使関係をモデルとし，また実際に法制度を通じてその導入が確定

されたのは1980年代末から1990年代になってからだからである（８）。そして，現時点における欧州

的労使関係制度の形成の問題を，ドイツ型労使関係の移転という視点から，また，ドイツおよび欧

州を取り巻く経済的・政治的環境の制約下におけるその適用の限界という視点から論じていく。

先に，ドイツ・モデルを簡単に説明する。まず一つの軸として，産別賃金基本協約がある。それ

は，労組と使用者団体との定期的労使交渉において産業レベルで締結される。もう一方の軸は，経

営評議会が事業所レベルで経営側と協議締結する経営（事業所）内協定である。経営評議会は，事

業所レベルでの協約の具体的な適用および経営事項の決定に関して情報聴取権および協議権を持っ

ている。これがいわゆる，産別労使交渉と事業所内共同決定の「二重システム」（９）である。

次に，1980年代にドイツ労使関係制度において生じた，大きな変化の方向性を把握しておく必要

がある。その変化は，第二次石油危機に由来する1980年代前半のドイツ経済の不況の際に，労使を

中心とする社会構成諸集団の対応の結果として生じた。そして，1990年代においてこれらの集団の

行動や戦略を規定する重要な要因となっている。その変化は以下の３つに集約される。

① 使用者サイドが，現行の労使交渉体制および産別賃金基本協約の拘束力にたいし，否定的な

態度を醸成させていった。1970年代までは使用者サイドもこの体制におおむね賛同していた。

② 職場における労働編成の大きな変化を受けて，ドイツ労組の中心戦略が，集権的労使交渉主

義から個別企業・職場主義に傾き，被用者の多様な利害を反映した組織作りに努めるようにな

った。これが欧州的労使関係制度の構築において，EBRという企業レベルでの被用者利害代表

システムが選択された要因となった。

③ 1980年代の不況期においては，ドイツ企業の合併および企業の国際化が急速に進展し，それ

に伴って，多国籍企業内部でヨーロッパ・レベルの事項を扱う被用者利害代表組織が自発的に
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j この欧州的労使関係の構築に関する，第二次大戦以前から現在までの歴史的な流れについては，Lecher

前掲書全般に詳しい。

k ドイツ型労使関係がなにゆえ欧州的労使関係のモデルとされたのかについての説明は，本稿の関心を越え

るので扱わない。ただし，ドイツ・モデルがドイツ企業およびドイツ経済の高い競争力に寄与しているとの

認識が，この動きを支えてきたことは明らかである。

l ドイツ・モデルは「二重システム」で通常説明される。一方でドイツの労使関係は，「三層構造」の労使関

係規則から構成される。すなわち，諸労働法規が労使関係における最高規則であり，労使関係の基本ルール

を定める。そして産別労使交渉で締結される賃金基本協約が産業別の最低労働条件を定める。これは1949年

協約法によって準法律的拘束力を与えられている。更に経営組織法に基づき，事業所ごとに経営評議会と使

用者サイドとの協議を通じて締結される経営（事業所）内協定によって産別賃金基本協約の具体的な運用が

はかられる。ドイツ労使関係に関する標準的なテキストとして，岸田［1978］を挙げておく。



形成された。また，欧州統一市場の形成が進展したことにより，ドイツ労組の戦略的重点はヨ

ーロッパ・レベルでの労使関係の構築にシフトするようになった。例えばこの時期，ドイツ労

働総同盟（DGB）の委員長であったH.O. フェッターはDGBの定期会議において，「欧州共通交

渉戦略をDGBおよび加盟労組の正式な戦略とする」と述べている（10）。

これらの変化は，欧州的労使関係の構築という問題において，ドイツ・モデルの移転とその限界

を考察する上で重要である。

上記のように，ドイツの労使関係モデルは，欧州的労使関係を構成する制度の基本的な枠組みと

なっている。以下に，その関係を説明する。

まず，I章で言及したEBRは，基本的にドイツの事業所内被用者利害代表システム（経営評議会）

がEU多国籍企業全体に拡張されたものである。

次に，社会的対話の当事者であるUNICE（公的部門の場合はCEEP）ならびにETUCは，各々ド

イツにおけるドイツ使用者連盟（BDA）およびDGBよりなる労使交渉当事者の編成に倣っている。

そして，社会的対話の当事者として，同一産業内に単一の使用者団体および産業労組が存在すると

いう構成も，ドイツ型の労使関係と同様の特徴をなしている。

さらに欧州的労使関係制度の構築において，ドイツ・モデルの移転であることを決定づけるもの

が「協約自治」（Tarif-Autonomie）の原則である（11）。社会的対話にしてもEBR指令にしても，労使

双方の「自主的合意」に基づく労働条件の取り決めが期待されている。そこに国家や政府の干渉は，

原則として認められていない。すなわち，労働条件の設定は基本的に労使の自主的合意で行われ，

第三者の干渉を排除するというドイツ型労使関係の原則が，欧州的労使関係制度の構築においても

貫かれている。

このようにドイツ型の労使関係の枠組みは，ヨーロッパ・レベルでのそれのモデルとされた。そ

して，ヨーロッパ・レベルで組織された各産業の労使代表による，ドイツ型の産別賃金基本協約の

締結交渉を，欧州的労使関係の中軸として確立することが目指された。それはETUCとUNICEとの

論議の軌跡を見ても確認できる（12）。しかしながらこの目標は，現時点では長期的展望に留まって

おり，実現していない。その原因として次の４点が考えられる。
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¡0 Lecher（ed.）［1998］，op. cit., p.170参照。

¡1 ドイツ労使関係における「協約自治の原則」とは元来，労組と使用者団体間で締結する産別賃金基本協約

によって賃金およびフリンジ・ベネフィット一般に関する労働条件を決定するという原則を指す。これを説

明したものとしてHartwich [1998], pp.93-98, を挙げておく。本稿では欧州的労使関係における「協約自治の

原則」を，EBRまでを含めて，労使関係を労使の自主的合意にのみ基づいて形成する原則という，より広い

意味で用いている。

¡2 UNICEとETUCは，1990年代を通じ多くの公式，非公式の会合をもって自主的な合意を締結しようとして

きた。96年には両者間で，パートタイム労働についての共通ルールの策定に関する計画の合意がなされた。

ETUCを構成する各欧州産業労組の機能は多くの場合，各国労組の協力と国際調整のための協働機関として

の役割に限定され，欧州金属労組や欧州化学労組のような少数派が，実質的な力を持つ圧力団体として機能

している。



① ヨーロッパにおいて一律の労使関係モデルを導入した場合に，困難が予想されることである。

これは，EU諸国の経済制度の多様性という問題に関わる。労使関係が，その他の金融などの

経済制度と比較して歴史的・文化的な多様性および特殊性を持ち，一般化になじみにくいこと

は，しばしば言及されることである（13）。

例えば，企業・事業所単位の労使関係が一般的なイギリスでは，ドイツの産別労使交渉のような

個別の経営を越えた労使関係制度を導入することへの不安が大きく，この制度をイギリスにも拡張

することを使用者サイドが拒んできた。

② 1980年代以降，ヨーロッパで進展した労使関係の多元主義（Pluralismus）化および職場レ

ベル化の流れである。戦後を通じて欧州各国では，労使関係のレベルの多元化・職場レベル化

要求が強まり，その傾向は，個々の経営を越えたレベルでの労使関係の構築を重視する労組の

労使関係戦略と対立するようになった。特にこの問題は，労組と使用者団体との間で締結され

る賃金基本協約が企業に対して有する一般的な拘束力に，労使関係制度の特徴を持つドイツに

おいて，1970年代以降頻繁に論じられてきた。それは，個々の経営を越えたレベルで行われる

労使交渉では，個々の職場の従業員や経営側の事情を十分に反映した取り決めができないので，

個々の職場に労使関係の重点をシフトするようにとの職場の労使からの要求である。

欧州的労使関係のモデルと目されるドイツでも1970年代に，労働組合と使用者団体との間で独占

的に行われる従来の労使交渉と，賃金基本協約をつうじて労働条件を一律的に設定することを中心

機能としてきた従来の労使関係が，被用者の批判と反発に直面した。その結果ドイツ労組は，72年

の経営組織法の改正とともに，個々の事業所での共同決定政策に労使関係政策の中心を移している。

これは，産業や職場の編成が経済変動とともに変化して，労組の従来の労使関係戦略では従業員の

コンセンサスを得にくくなってきたこと，さらに，従来の被用者利害とは必ずしも合致しない，多

様な被用者層が増加してきたことを反映している。この傾向は，特に1980年代以降顕著になった。

③ 制度的な制約条件として，欧州レベルでの社会的パートナーとされるUNICE（公的部門の

場合はCEEP）とETUCには，交渉当事者としての法的な位置づけが存在しないことが挙げら

れる。すなわち，この社会的パートナーには法的に，交渉権限も協約締結権限も何ら与えられ

ていない。しかも，ドイツの産別労組・使用者団体と異なり，その傘下の産別労組にも，交渉

当事者としての能力は与えられていない。EU政策当局は，交渉をこの当事者同士の自由意志

に委ねており，義務づけてはいない（14）。

④ ヨーロッパ諸国の「雇用なき成長」の経済基調は，使用者サイドの意識に影響を及ぼした。

それは，ドイツにおける産別労使交渉制度のような，被用者に高い給付を保証する労使関係制

度をEU加盟国に一律に導入すれば，企業の労働コストが高まり，他の経済圏との競争におい

て不利な状況に立たされるとの危惧である。これが欧州的労使交渉制度の成立にたいする決定
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¡3 例えば，Jacoby［1990］を参照。同論文は労使関係制度の研究に関する方法論の検討を試みているが，労

使関係制度を一般化して論じることが困難であるという問題意識において一貫している。

¡4 Lecher（ed.）［1998］op.cit., p.170, を参照。



的な阻害要因となっている（15）。

ドイツでも1990年代の不況以降，ドイツ労使関係の中軸となる賃金基本協約の拘束力は，企業の

自由な活動を阻害し，経済の発展を妨げているとの使用者サイドの主張が先鋭化した。この結果ド

イツ労組自身も，個々の職場の経営状況にあわせた，賃金基本協約の柔軟な適用を認めるようにな

った。ドイツ労組は，ドイツ型労使交渉制度のヨーロッパ化，またはドイツ型労使交渉を中心とす

る欧州的労使関係の構築を目指してきたが，このような現実をうけてこの戦略を留保せざるを得な

くなった。

以上の事情の下で決定された1994年のEBR指令は，以下のことを意味した。すなわち，欧州的労

使関係の中心として，EBRをつうじる各国被用者間の利害調整の道が，労使関係の当事者によって

選ばれたということである。そしてEBRがさしあたって欧州的労使関係における，被用者利害反映

機能の中心として位置づけられたということである。この背景には，経営サイドの同意も得やすい

EBRの導入が現時点で実現可能であり，また企業・資本のヨーロッパ・レベルでの展開が進展する

中で，EBRというヨーロッパ・レベルでの被用者利害を調整するための手段が必要であると労使関

係の当事者が認識したことがあった。

さらに1998年には，欧州的労使関係の形成に関して影響力を持つ欧州委員会も，「欧州経済通貨

同盟の安定枠組み内での成長と雇用に関する報告」において，EU域内の労働条件は，従来通り各

国の国内労使交渉で決定されるべきことを明言し，EU域内に共通する産別労使交渉制度の確立を

公式に否定した。

このように，労使関係の当事者がヨーロッパ・レベルでの労使交渉ではなく，多国籍企業内部の

EBRに欧州的労使関係の中心を認めたことにより，現時点での欧州的労使関係の制度は以下のよう

なものになった。すなわち，各利害代表組織（EBR, UNICE・CEEP, ETUC）の基本構造は，戦後

ドイツの労使関係諸制度をモデルとして構築されつつも，実際の労使利害代表機能の中心は，企業

内部に置かれた。従って，職場内での労使関係が強いイギリス型および企業内組合が主流の日本型

に近い，企業レベルでの労使関係形態をとっている。

このような形で欧州的労使関係が構築されたことは単純化すれば，ヨーロッパの労使関係を支え

る原理が，集権的労使交渉主義から企業・事業所レベル主義へと推移した結果であるとみることが

できる（16）。
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¡5 しかしながら歴史的には，ヨーロッパ・レベルの産別交渉の例が存在してきた。例えば欧州エンジニアリ

ング企業使用者連盟EEFは，これに対応する欧州産別労組と労使交渉を行い，1960・70年代には300万人の被

用者を包括する労働条件を決定していた（1989年に停止）。

¡6 Lecher（ed.）[1998], op. cit., p.62 ，およびHartwich [1998] op. cit., pp.56-57, などに，この変化の方向性に

ついての言及がある。



留意すべきは，社会的パートナー間で行われる，個々の経営単位を越えた労使交渉制度と法的拘

束力を持つ賃金基本協約の締結システムによって，現時点における欧州的労使関係の制度は成立し

ているわけではないことである。すなわちⅠ章で，EUの認定された欧州的労使関係制度として

EBRとならんで挙げた，ヨーロッパ・レベルでの社会的パートナーによって行われる産業レベルの

社会的対話は，産業ごとの包括的な目標について合意するにとどまり，具体的な労働条件の決定に

は関与していない。

先にドイツ・モデルを産別労使交渉と経営評議会をつうじる事業所内共同決定からなる二重シス

テムとして説明した。結論としては，ドイツ・モデルのうち，産別労使交渉によって労働条件を決

定する機能は，欧州的労使関係においては社会的対話および交渉義務を有しない社会的パートナー

の形できわめて限定的に導入されることとなった。そしてドイツ・モデルのうち，経営評議会によ

る事業所内共同決定システムが，EU企業内部におけるEBRの形で導入され，欧州的労使関係の実

際の形成主体となっている。

３　欧州経営評議会 EBRによる欧州的労使関係の構築

――ドイツの化学企業および金属企業の事例

では，このEU企業内部におけるEBRは，欧州的労使関係において実際にどのように機能してい

るのであろうか。

EU指令によって導入を義務づけられたEBRは，基本的にドイツの経営評議会をモデルにしたも

のである。そのため，EBRの機能はドイツの経営評議会に準じたものになっている。それは，EU

多国籍企業のEU域内全事業所に関係する経営・事業運営上の情報を，計画を実行する前にEBRに

公開し，労使双方による「協議」を行うことを目的とする。そしてこれを通じ，多国籍企業運営に

おける労使共同決定の実現を試みるものである。具体的には，国外事業所における人員削減等を伴

う事業計画に関する情報を，計画実施以前にEBRに提供することを企業に義務づけ，これによって，

被用者側が当該計画の実施にたいして対策を立てることを可能にする。

EBRがドイツ国内の経営評議会と区別される点は，それが多国籍企業のEU域内における，一定

数の従業員を有する全事業所より選出された被用者代表から構成されることであり（当然複数の国

民を含む），全事業所レベルでの経営事項に関し，この被用者代表が使用者サイドとの協議をつう

じて共同決定を行うことである。

EBRをつうじる欧州的労使関係制度の特徴は，以下の５点に要約される。

① それは，企業内の被用者と経営側との「自主的な協議」の形態であり，経営単位を越えたレ

ベルで行われる労使交渉と比較して，労使関係をより柔軟に構築できることが期待できる。そ

れは一般的労働条件をめぐる，労組と使用者団体間の「交渉」ではない。

② 企業内における労使協働および生産性向上のための協力組織としての機能をEBRに期待でき

るため，経営側も積極的にこれを認める誘因を持つ。

③ 被用者の多様な利害を反映しやすい。すなわち「既製品の労使関係でなく，オーダーメイド，
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草の根レベルの労使関係を！」という被用者の要望に応えやすい（17）。

④ ヨーロッパ各国内に既に存在している労使関係諸制度・職場内慣行を「補完」するものであ

り，これに代替するものではない。すなわち，EU各国の労使交渉体制，あるいは労使関係制

度が「主」であって，EBRは，これに国際的な側面の作業をつうじて貢献する「従」の制度で

ある。EBRの意義は，多国籍企業内部における，親子会社間の労使関係調整をつうじ，国内労

組や各国被用者組織が構築する労使関係の質を向上するということにある。

⑤ 中心となる機能は「情報聴取権」および「協議権」である。前者を満たし，かつ後者の権利

に基づいて協議が行われ，しかも，それによって企業の決定に変更をもたらすような影響を与

えられるか否かは，各企業の労使関係の慣行と，企業本社での労使間の力関係にかかっている

（18）。

ここで注意すべき事実は，このEBRという組織形態はEU指令により初めて導入されたものでは

ないことである。実際これは，戦後EU内で多国籍化が進んだ企業内部において，必要に迫られる

形で「自生的に」発生し，事実上機能していた利害代表の形態である。EU指令を通じて，事後的

にそれが公式に制度化されたのである。

この「自生的」EBRの初期形態は，特にフランス多国籍企業で顕著に発達した（19）。しかしなが

ら，フランスにおいては国内法上，経営評議会自体が労使協議のための機関として位置づけられて

いない。その上，フランスにおけるこの「自生的」EBRは，経営側の恣意で導入された性格が強く，

労組との協働もほとんど行われなかった。そのためフランス多国籍企業におけるこれは，各国被用

者の利害代表機関としての機能は果たし得なかった。

これに対して，ドイツ多国籍企業では国内法上，経営評議会が協議機関として制度的に確立して

いたため，ヨーロッパ・レベルでの共同決定が有効に機能してきた。しかもドイツでは，職場戦略

の一環として，労組を通じたEBRの組織化が推進されている。従ってドイツ企業の例を分析する必

要がある。

EBRのモデルとなったドイツでも，1970年代以降ヨーロッパ・レベルでの企業展開が本格的に進

展した。とくにそれに対応して，ヨーロッパ・レベルでの被用者利害代表組織の整備が進んでいる

のは，化学産業・金属産業である。
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¡7 このあたりの事情はFichter [1990]に詳しい。同書はDGBの成立史である。そこには第二次大戦後のドイツ

労使関係の基礎がいかに形成されたかが説明されている。それによれば，グラス・ルーツの労使関係の構築

が米占領軍担当局の要望だったが，結局戦前からの有力な労組リーダー層と英軍当局の産別労組案に基づき，

現在の労組主導型の労使関係が構築された。

¡8 経営評議会の実際の機能は，ドイツでさえこのような事情に左右される。1980年代におけるドイツ共同決

定の実情を扱った研究としてBürger [1991]，同じくこれに関する同時代人の生の声を集めた文献としてKohl

[1984] を挙げることができる。

¡9 Lecher（ed.）[1998], op. cit., 15章がこのテーマを取り上げている。個々のフランス企業の例が手短に述べ

られている。



欧州化学産業労組は，ETUCを構成する欧州産業労組の中でも，ヨーロッパ各国の化学産業労組

の代表機関として，労働条件の自律的決定機能を最も強く有しているとされる（20）。

ドイツ化学産業におけるEBRの本格的な制度化は，ドイツの化学産業労組と化学産業使用者団体

が，1989年にヨーロッパ・レベルでの情報公開および協議機能の改善についての交渉を自主的に開

始したことに始まる。ヨーロッパ・レベルでの経営評議会設置に関する1990年の欧州議会の勧告に

際しては，ドイツの化学産業労組と使用者団体が評議会設置のイニシアチブを先導した。その結果，

1995年までには各ドイツ化学企業の内部には，各々様々な名称を有するEBRが正式に発足した。例

えばコンティネンタル社ではユーロ・フォーラムの名で，ヘキスト社では欧州情報会合（HEIM）

の名で，EBRが成立した。このヘキストの欧州情報会合は，後に欧州労使対話委員会と改称され

た。

注目されるのは，この勧告においては，企業側が欧州レベルでの被用者代表と接触を持つかどう

かは自由であったのにも拘わらず，ドイツ化学産業にあっては，労組・使用者団体双方が積極的に

EBRの導入をはかったことである。この背景には，EBRをつうじる労使共同デザインによって，柔

軟な労使関係を構築することと，ヨーロッパの全事業所レベルで生じる労使関係上の問題を自主的

に解決していくことへの労使双方の期待があった。

ドイツ化学産業におけるEBRの実際運営に関し，以下にヘキスト社の事例を挙げる（21）。

◆ヘキスト社（Hoechst-AG）の事例

ヘキストにおいて最初に導入されたEBRの先行形態は，欧州情報会合（HEIM）であり，これは

1990年に導入された。ここでは次の二つの推進要素が重要な役割を果たした。一つは，ドイツ化学

産業労組のEBR運営への取り組みの努力，および化学産業使用者団体BAVCと化学産業労組との

EBRに関する協定の存在である。もう一つは，ヘキストのドイツ本社における既存の従業員代表組

織の最高機関である，ヘキスト全社経営評議会と企業経営陣との協力関係である。

1994年のEBR指令を受けて，それまでは慣行として存在していたにすぎないHEIMの存在が，ヘ

キスト社の公式文書で同社のEBRとして確定された。それとともに，その内容も具体化された。

EU指令が，ヘキストの経営陣とのHEIMに関する直接の交渉に当たったヘキストの全社経営評議会

に有利な交渉上の立場をもたらしたので，このHEIMに関する取り決めは，以下のような内容を持

つものになった。

すなわち，ヘキストのEBRと経営側との間で結ばれた「自主的」経営協定は，その適用に関し，

双方にとってある程度の自由な裁量の余地を認めることとされた。また，協議や情報聴取に関する

EBRの「権利」は明文化されなかったものの，これらの事項に関してヘキストのEBRの代表は，強

力な権限を有することとされた。および，新たに選出されたEBR構成員をドイツ人被用者代表が独
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™0 Lecher（ed.）[1998], op. cit., p.150,  を参照。

™1 このヘキストの事例に関してはWSI-Mitteilungen(10/1998) のLecherの調査を参考情報として用いた。WSI-

Mitteilungenとは，DGB付属の経済・社会科学研究所の月刊雑誌であり，ドイツ労使関係を主に扱う。なお，

ヘキスト社は企業合併により1999年に，Aventis S.A.と改称した。



占することになった。

ヘキストのEBRがこのような構成をとったことは，ドイツ本社における労使関係のあり方を他の

ヨーロッパ諸国における事業所に，そのまま当てはめる結果となった。

ヘキストでは，労使関係事項について全社経営評議会が持つ影響力が強く，企業の外部にある化

学労組の職場への影響力は比較的弱い。そのため，労使関係戦略の決定に際し，労組よりも全社経

営評議会による目標設定の方が優先され，労組も同社内の事項に関しては干渉することが少ない。

また，企業経営陣と被用者利害代表組織のトップである全社経営評議会との協力関係は，双方の利

害に関する妥協の経験に基づき歴史的に形成されてきた。ヘキストの全社経営評議会は，自らが経

営側にとって信頼できるパートナーであることを自負する傾向があり，一定レベルでの自らの関与

と，合理化の対象となった被用者の離職後のケアが保証される限り，合理化計画を基本的に支持す

ることが多い。

このような性格を持つヘキストの既存の全社経営評議会は，新設のEBRにたいし自らが，同社の

共同決定機関として優位に立つと考え，また，EBRの設置を，ドイツ本社の労使関係制度のヨーロ

ッパ諸国における子会社への拡張移転であると見なす傾向が強い。それは同社のEBRの編成にも反

映される。例えば，ここにはドイツ国籍以外の被用者は存在しない。

また，ヘキストのEBRの主な特徴は，EBRの代表を同社の全社経営評議会代表が兼任したことで

ある。これは，ドイツにおいて，とくに同社のように親会社が強い権限を持つ企業のEBRでしばし

ば観察される特徴である。

このように，ヘキストではEBRにおいても，ドイツ本社の全社経営評議会代表が実際の権限を行

使する結果となった。企業経営陣とのコンタクトも，この全社経営評議会代表と企業経営陣との従

来からの信頼関係により，非常に緊密である。

このようなヘキストのEBRの構造には，企業経営陣にも，全社経営評議会との間に培ってきた協

力関係および管理機能を引き出しやすいという利点がある。一方で，この構造は，同社の国外事業

所の被用者代表が直接ヨーロッパ・レベルの協議に参加することを阻み，ドイツ本社に拠点を置く，

全社経営評議会代表からの情報伝達に依存する結果をもたらした。そのため，ドイツ以外のヨーロ

ッパ事業所の被用者層に不満足感を与えた。

問題は，このようにドイツ本社の全社経営評議会代表が，EBRが担当することになっている情

報・協議事項に関しても責任を持つため，一人でこなす職務の量が増大し，ヨーロッパ・レベルで

の課題に関し，不十分な対応しかできないということである。この代表の，EBRへの職務従事時間

の配分を示した調査がある。それによると，職務時間の60％が自らが属する職場の経営評議会にた

いして，25％が会社経営評議会にたいして，15％が全社経営評議会にたいして配分されており，

EBRへの従事時間は５％にすぎない。これでは，欧州的労使関係の事項に関して十分に対応できる

とは考え難い。また，ドイツ本社における全社経営評議会にEBRの実際の運営を委ねるこのような

方式が，ヨーロッパの全事業所被用者の利害調整という，EBRの本来の目的に寄与できるかどうか

は疑わしい。

当例でのEBRは，ドイツ本社における既存の経営評議会組織に完全に依存する。すなわち，EBR
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は，ドイツの労使関係制度および経営評議会組織にたいし，明確に「従」の立場におかれる。ヘキ

ストのEBRが情報聴取・協議に関して有効に機能しているのも，ドイツ本社における同社の被用者

代表組織の最高機関である全社経営評議会と企業経営陣との長年の協働経験で形成された，信頼関

係によるところが大きい。

次にヘキストのドイツ本社経営評議会代表による権限独占方式とは対照をなすEBRの例として，

金属産業に分類される企業，シュマールバハ＝ルベカ社のEBRの運営事例を挙げる（22）。

◆シュマールバハ＝ルベカ（Schmalbach-Lubeca）社の事例

シュマールバハ社では，1994年のEBR指令を受けて，欧州担当委員会（同社のEBRの前身であり

1991年に設立された）の構成員が，同社の経営陣との間でEBRの設立に関する交渉を行った。シュ

マールバハ社ではドイツ金属労組の影響力が強く，この交渉のイニシアチブも同労組がとった。

EBR設立に関する経営側との協定の草案も，金属労組の専従役員と上記委員会の代表から構成され

る理事会によって作成された。同草案は若干の修正点を加えて1995年に委員会で可決された。その

後，経営側の示した代替案と妥協する形で，1996年，正式にEBRの設立に関する協定が成立した。

協定によれば，同社EBRは以下の構成をとる。すなわち，理事会は５名までの構成員を持ち，理事

長の職務を助ける。理事及び理事長は，EBR自身から選出される（ドイツの全社経営評議会の構成

員がEBRの運営においても権限を独占する可能性が排除された）。

1997年にはシュマールバハ社の組織再編成に伴い，理事会は，オランダ，イギリス，フランス，

ドイツの代表一名ずつから構成されることとなった。EBRのみで行われる年次会合の他にも，経営

側との公式会議以外の場所での情報聴取権を持つこと，またEBR専用の事務局を設立することが認

められた。すなわち，シュマールバハ社のEBRの活動は経営側との会議にのみ限定されないことと

なった。また協定には経営側からの，シュマールバハ社EBRの独立した立場が様々な規定を通じて

保証されている。

注目されるべきは，シュマールバハ社のEBRが協議をつうじて，経営側の決定にたいし変更を及

ぼすような影響力を有効に行使してきたことである。以下に二つの例を挙げる。

① シュマールバハ社の経営陣は，ある製品の生産拠点をハノーファー（ドイツ）からイタリア

へ移転することと，それにともないハノーファー工場において120名の人員を削減することを

計画した。イタリア工場では，これにより要求される生産増加の能力も，追加的な設備導入計

画も存在しなかったので，土日労働と夜勤の導入を必要とした。これはイタリア工場での労働

条件の悪化を意味した。この計画に関する情報が経営側より伝えられると，同社EBRは直ちに

当該事業所の被用者代表と会合し，EBRのメンバーは含まれない行動チームを組織した。この

チームが当該事項に関して経営側と協議した。協議の結果，この合理化・移転計画の内容に関
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ールバハ社は本来包装業務に従事する企業であるが，労使交渉の関係上，金属産業に分類されている。



し，企業側が譲歩した。すなわち，ハノーファー工場における人員削減とイタリアへの生産拠

点移転の計画は撤回され，前者の生産量が10％削減されるに留まり，イタリア工場での土日労

働の導入は阻止された。

② シュマールバハ社のスペイン支社において，同支社の最終製品を購入する一企業が，当該製

品を生産している工場の買収を申し出た。これは，スペイン支社の従業員の雇用に大きな影響

をもたらす提案であった。しかしながら，スペイン支社の経営陣は，支社の被用者にたいし，

購入会社との交渉内容についての情報を提供することを拒否した。これにより同社のEBRの活

動がスタートした。同EBRは本社の経営陣に当該情報の提供を要求するとともに，スペインの

従業員代表ともコンタクトをとった。この時は，EBR理事会はスペイン支社の経営陣との交渉

にこぎつけ，合理化の対象となる被用者に対する，次の職場や社会保障に関するケアについて

交渉した。この結果，当該工場の買収をつうじスペイン支社において合理化の対象となる者を，

スペイン支社の他の工場への移動吸収措置で救済することになった。

シュマールバハ社においてもヘキストと同様，EBR設置の当初の意図は，ドイツ本社の労使関係

慣行のパターンを，支社をつうじて他のヨーロッパ内の事業所に拡張・定着させることにあった。

従って，ドイツ本社の全社経営評議会の代表，ドイツ出身の初代EBR理事長ともに，最初はドイツ

国外におけるヨーロッパ諸国の事業所に属する従業員の利害調整には関心が低かった。

転機は1997年にシュマールバハ社のEBR理事会が再編成されたときに訪れた。この時，本社の全

社経営評議会の代表とEBRの新理事長は，ドイツ型経営評議会の利害代表・経営参加の機能を，国

外支社の被用者とEBRにも拡張することが欧州的労使関係戦略の目的であり，ドイツ代表の影響力

の強化を目的とはしないことを確認した。すなわち同社では，EBRの「ドイツ化」というよりも，

むしろ「ヨーロッパ化」がはかられたといえる（23）。当社では，ドイツ本社の全社経営評議会の代

表の職務とEBRの理事長のそれとの分業が完全に実現された。その結果，シュマールバハ社のEBR

理事長がEBRの職務に従事できる時間は，総職務従事時間の40％にまで高まった。シュマールバハ

社においては，同社のEBR理事長がEBRの職務に長時間専念できたことが，上記の事例におけるよ

うに，経営側の決定にたいしEBRが迅速かつ効果的に対応することに寄与したと考えられる。

上記のドイツ多国籍企業の事例比較からも分かるように，EBRは制度としてはかなり企業独自の

裁量の余地を認められているため，その運営のあり方，また企業内における組織としての構成，位

置づけ，性格や被用者代表相互の関係は様々である。また，EBRという被用者利害代表組織の機能

を理解するためには，使用者との関係のみならず，各事業所ごとの被用者間の，とりわけ外国の子

会社の被用者と本国の親会社の被用者との間の，利害対立関係とその調整という要素を重視して，

各企業ごとの比較分析をしてゆく必要がある。また，EBRの初期の運営においては，ドイツ国内の

被用者代表組織，具体的にはドイツ本社の全社経営評議会が，その構築や運営に関するイニシアチ

ブを握ることが多い。これは，協議・情報機関としての経営評議会の運営において，このドイツの
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™3 実際にこの変化は，EBR導入初期に，ドイツ人被用者代表がEBRにおける権限を独占している状況にたい

して，オランダ事業所の被用者が抵抗したことから始まった。



被用者代表組織が，企業経営陣との交渉経験およびノウハウを豊富に有するためである。

上記の二事例に示したようなEBR運営の相違を生む要因としては，いくつか考えられる。特に，

各々の企業内部における労使関係慣行の独自性，そして職場の被用者代表システムにたいし企業の

外部から影響を与えるドイツ産業労組の戦略の違い，及びその影響力の強弱が，有力な説明要因で

ある。

例えば，ヘキストが属する化学産業では，職員相互のハイアラーキー的な構造の強固な伝統があ

る。それに従い，被用者代表組織相互にも，本社から支社にトップダウン式に形成される力関係の

序列が存在する。そして本社の被用者代表組織が強い権限を握っているため，支社を含めた全社レ

ベルでの利害調整という視点が希薄になりやすい。

一方，シュマールバハ社が属する金属産業では，ドイツの産業労組のうち，最大の被用者を抱え

るドイツ金属労組にあって，外国人労働者を含む多数の被用者層の多様な利害を労使関係戦略に組

み込む伝統がある。同労組は同時に，欧州的労使関係の構築を推進する最大の主体である。同社に

おいては，ドイツ金属労組の影響力が強いことがEU域内の全事業所レベルでの被用者の利害調整

を重視する姿勢につながり，上記のような特徴を形成したと考えられる。

おわりに

以上，欧州的労使関係の構築という問題を，ドイツ・モデルとの関わりで論じてきた。本稿で特

に強調したのは以下の二点である。一つは，欧州的労使関係の構築においてはドイツ・モデルが，

EUおよびドイツを取り巻く経済的・政治的状況の下，きわめて限定的な形でEUレベルに拡張され

たということである。すなわち，ドイツ・モデルの産別労使交渉と経営評議会を通じた事業所レベ

ルの共同決定からなる二重システムのうち，前者のヨーロッパ・レベルでの制度化は実現しておら

ず，後者がEU企業内部のEBRとしてヨーロッパ・レベルで拡張され，欧州的労使関係の中心機能

を担っている。いま一つは，各企業内に既に存在する労使関係慣行が，EBRの運営展開のあり方に

大きく影響するということである。欧州的労使関係がいかに，そしてどの程度まで，EU各国内部

の労使関係制度にたいし，被用者の労働条件の決定に関する重要性を持っているかを論じるために

は，更なる事例研究の積み重ねが必要である。

（いしづか・ふみき　東京大学大学院経済学研究科博士課程）０
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